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はじめに 
 
 
 

本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき研究評価委員会において

設置された「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／⑤CO2 回収型次世代 
IGCC 技術開発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（２０２０年１０月２日）及び現

地調査会（２０２０年１０月２日 於 電力中央研究所）において策定した評価報告書

（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、第

６３回研究評価委員会（２０２１年１月８日）にて、その評価結果について報告するもの

である。 
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「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／⑤CO2 回収型次世代 

IGCC 技術開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総合評価 

長年積み上げてきた石炭ガス化の基盤技術研究とはいえ、高温高圧設備を運転する CO2

回収型クローズド IGCC と水蒸気添加ガス化に関わる要素試験を実施してきた事業者の努

力とそれによって事業最終段階での事業の開発目標をほぼ達成されたことは評価できる。

特に CO2 回収しつつ現状の石炭火力の送電端効率を下回ることなく同等またはそれ以上の

効率が得られ、発電コストも従来方式に比べかなり低くできるポテンシャルを有すること

が明らかにされたことは、優れた成果と言える。また、水蒸気添加ガス化および乾式ガス

精製などの成果は、従来型 IGCC の効率向上にも貢献できる重要な成果であり高く評価さ

れ、大型化ならびに実証のフェーズに進むことが強く期待される。さらに本プロジェクト

で開発したガス化炉（Oxy-fuel IGCC）は、合成ガスに N2がほとんど混入しないために、産

業用ガス化炉としても高性能であり、化学合成に適した H2 /CO 比率のガスが得られるとと

もにその比率を調整できる見込みがあることから、化学合成プラントへの展開も期待でき

る。加えて、発電とともに化学品を併産することで、実質的な CO2分離・回収コストを低減

して再エネ導入等に伴う需給調整にも寄与できるため、ポリジェネレーションシステムへ

の展開が期待でき、技術的・経済的・社会的な顕著な波及効果が見込まれる。 

今後は、CCS の市場動向を睨みながら数百 TPD（Tons Per Day）規模のパイロットプラ

ントに向け着々と技術開発を進め、CO2回収型 IGCC システムの商用化に向け年間を通して

運転できる信頼性確保も重要課題の一つとして取り組んで頂きたい。また、O2/CO2 ガス化

の“SNG（Substitute Natural Gas：代替天然ガス）合成等の産業用ガス化炉としての展開”

については、経済性を含めたフィージビリティスタディを進めて頂きたい。さらに、石炭

火力発電を取り巻く事業環境は時々刻々と変化しているため、実用化に向けた進め方につ

いては必要に応じて都度見直しを行うとともに、細かな情報発信をお願いしたい。 
 

２． 各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
次世代火力発電に係る技術ロードマップ等において、火力発電のさらなる高効率化と将来

の CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）に向けた経済的な CO2分

離・回収技術の確立が求められており、本事業はそれらを両立する技術の開発であるため、

上位の施策・制度の目標達成に寄与するものである。また、本事業は研究開発から実用化、

導入・普及まで長期間を要するとともに、高い技術的難易度のものであることから、民間企

業のみで取り組むことは難しく、公的な機関である NEDO の事業として実施することが妥

当である。さらには、CO2排出削減は世界的にも喫緊の課題となっており、本研究開発の成

果の活用が期待されることから、費用対効果は大きいものと考える。 
ただし本技術は、回収した CO2 を処分する CCS が確立されていることが前提であり、
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CCS 開発導入も並行して注力していく必要がある。 
今後においても、大崎クールジェンプロジェクトと CO2 回収型次世代 IGCC の 2 タイプ

のガス化技術を有する我が国の強みを生かした国内外への展開を目指した活動が必要であ

る。そのためには各専門分野での技術発表だけでなく、専門外でもわかりやすい当該技術の

広報活動を積極的に進めて、石炭火力でも CO2 ゼロエミッション化が可能な革新的技術を

保有していることを、国内外へ積極的にアピールする努力を事業終了後も期待したい。 
 

２．２ 研究開発マネジメントについて 
CO2 回収して現状の高効率石炭火力の送電端効率と同程度以上を目指す研究開発目標は、

実用化のハードルを下げる大きなファクターであり、重要なブレークスルー技術として妥当

である。また、IGCC システム全体が従来技術と大きく異なり、CO2回収に伴う N2フリー・

高濃度 CO2 雰囲気となるため、ガス化のみならずシステムを構成する主要な周辺技術であ

るガス精製や GT 燃焼をはじめとする基盤技術への影響は多大である。本研究開発ではその

影響および性能を基礎的に解明・評価したうえで、実用に供しうる技術として確立するため

に、共同研究先と分担して研究開発する体制が組織されており、計画に沿った事業が有効に

実施されていると判断できる。また、CO2 回収型 IGCC システムを、ガス化、ガス精製、

GT(Gas Turbine)燃焼の 3 つの要素に分け、それぞれに必要な課題抽出と検証を進め、その

後にそれらを組合せた全体システムを評価するやり方は評価できる。さらに、知財に関して、

公開して特許を取得する方法と秘匿してノウハウにする方法を念頭に置き、進めていること

も評価できる。 
一方、国外の第 3 者等により権利化されるリスクを回避するためには、細心の注意と公開

情報の取捨選択が必要である。また、CO2回収型 IGCC の早期実用化のためには、本事業で

一体的に実施されているガス精製や GT 等のガス化炉周辺技術について、すでに確立されて

いる湿式ガス精製などのその他の技術導入も視野に入れた複数の組み合わせでのシステム

で評価ならびにコスト試算しておくことが望まれる。 
 
２．３ 研究開発成果について 
“ガス化”、“ガス精製”、“GT 燃焼”のそれぞれに要素技術に対して各種試験・検証を行

い、CO2 回収型次世代 IGCC システムに必要な要素技術項目について、一通りの見通しが

得られたことは評価できる。また、O2/CO2 ガス化技術のガス化特性、スラグ排出性、灰付

着成長がほぼ無いこと、並びに極めて技術的難易度の高い乾式ガス精製などの基本性能はほ

ぼ見通しが立ち、全体プロセスを構築することが可能となったことは評価に値すると思われ

る。さらに、諸検討結果による全体システムの最適化の結果、送電端効率 42％を達成でき

る見通しが得られている。次世代ガス化システムについては、水蒸気添加ガス化試験、およ

び、各種検討結果により、既存の IGCC（1500℃級 GT で送電端効率 46％～48％）を凌駕

する高効率石炭ガス化発電システムを実現するための見通しが得られており、本プロジェク

トでの最終の研究開発目標は達成されていると考える。 
一方地球温暖化等の事業環境が急変しており、今回の事業が CO2 フリー石炭火力として

位置付け、その研究成果と今後の方向性を石炭関係者のみならず、広く周知される方向に進
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むことを期待する。 
 
２．４ 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 
本取り組み並びに成果は実用化に向けて必要不可欠であり、技術開発戦略としても段階的

な開発の常套手段であり妥当と言える。ガス化に関しては、50TPD と 3TPD の実証試験が

実施され、それをサポートする形で反応速度論ならびに物性値計測およびそのデータを活用

した CFD によるガス化炉内 3 次元解析が行われている。また IGCC を構成する上で主要プ

ロセスとなるガス生成と GT 燃焼試験の要素研究で得られた成果に基づき、全体システム評

価が実施されている。また、実用化に向けたロードマップにおいてマイルストーンを現実的

かつ明確に示しており、成果の実用化の見通しについても、CO2貯留の開発進捗次第ではあ

るものの、現在大崎クールジェンプロジェクトにおいて実証試験中の酸素吹き IGCC 技術

との親和性が高く、石炭火力における究極の高効率 CO2 分離・回収技術として実用化が期

待できる。 
一方現実的に石炭ガス化の実用化事例が乏しく将来展望が見通せないまま、これからも継

続的な研究開発事業が多くの国民から懐疑的に捉えられる可能性が高くなることも認識し

ておく必要がある。このような観点からは、ロードマップ通りに研究開発が進捗しない場合

にも、これまで我が国独自の優れた技術として積み上げてきた IGCC のノウハウの蓄積を

絶やさないために、技術伝承または機械学習等を活用したデータバンクのような仕組みを検

討して頂きたい。また O2/CO2ガス化の“SNG 合成等の産業用ガス化炉としての展開”につ

いては良いアイデアだとは思うが、経済性を含めたフィージビリティスタディも進めて頂き

たい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性 2.5 B B A A A B 2.5 
２．研究開発マネジメント 2.8 A A A A A B 2.8 
３．研究開発成果 2.8 A A A B A A 2.8 
４. 成果の実用化に向けた取

組及び見通し 2.0 B A B B B C 2.0 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 
 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

 
２．研究開発マネジメントについて 

 
４．成果の実用化に向けた 

取組及び見通しについて 
・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 

2.0 

2.8 

2.8 

2.5 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化に向けた

取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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概要-1 
 

概 要 

最終更新日 2020 年 10 月 2 日 

プロジェクト名 
カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／ 
⑤CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発 

プロジェクト番号 P10016 

担当推進部/ 
PM または担当者 

環境部 ＰＭ 青戸 冬樹（2020 年 10 月現在） 
環境部 ＰＭ 足立 啓 （2016 年 4 月～2019 年 3 月） 
環境部 ＰＭ 細田 兼次（2015 年 8 月～2016 年 3 月） 

０．事業の概要 

クローズド IGCC システムは、排ガス CO2 を一部系統内にリサイクルすることにより、CO2 回
収型石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上することのできる、世界でも例のない次世
代 IGCC システムである。本システムは高効率に加え、CO2 の約 100％回収が可能であるた
め、CO2 を排出しないゼロエミッション石炭火力の実現が期待できる。また、次世代ガス化シス
テムは、冷ガス効率及び送電端効率の向上を目指す。CO2 回収型クローズド IGCC の実現
に向けては、２００８年度から２０１４年度まで実施した「CO2 回収型次世代 IGCC 技
術開発」において、石炭投入量３ｔ／ｄの小型ガス化炉を活用し、送電端効率４２％
（高位発熱量基準）以上を達成可能とする基盤技術を開発してきた。 

本事業では、この基盤技術開発の成果を活用し、実機により近い大型のサイズのガス化炉
において検証を行い、システム実現に向け、基盤技術をより確実な技術として発展させるととも
に、他の CO2 分離・回収技術と比較した本システムの経済的優位性を確認することを狙いと
する。 

CO2 回収型クローズド IGCC の開発、水蒸気を添加した次世代ガス化システム及び両技
術の相乗効果確認を実施する。とりわけ相乗効果については、既存の IGCC へ両要素技術
の適用性についても効果を検証する。 

１．事業の位置
付け・必要性
について 

エネルギー基本計画においては、石炭火力発電は重要なベースロード電源として位置づけ
られているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、石炭ガス化複合発電
(IGCC)等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推進することとされ
ている。石炭は、今後とも世界的に需要が拡大し、世界の一次エネルギーに占める割合が高
くなると見込まれているが、他の化石燃料と比べ燃焼利用時の二酸化炭素排出量が大きく、
地球環境問題での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる
二酸化炭素排出量の抑制が求められている。 今後 CO2 排出量抑制のためには、さらなる
高効率化に向けて、現在開発中の IGCC を効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技
術等の開発に加え、CCS による低炭素化を図っていく必要がある。しかしながら、CCS は多大
な付加的エネルギーが必要であり、効率の低下や発電コストの上昇を招く。そのためエネル
ギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電コストの抑制のため、このエ
ネルギーロスを可能な限り低減する必要がある。 

そこで本事業では、「CO2 回収型クローズド IGCC」の要素技術開発、「次世代ガス化シス
テム」の基盤技術開発、および、両技術を組み合わせた「CO2 回収型次世代 IGCC」の相乗
効果の確認を実施する。 
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２．研究開発マネジメントについて 

  

事業の目標 

最終目標（2020 年度） 
・CO2回収型クローズド IGCC については、2019 年度までに送電端効率 42%（高位発熱
量基準）を見通すための要素技術を確立する。 

・次世代ガス化システムについては、2018 年度までに既存の IGCC（1500℃級 GT で送
電端効率 46～48％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得る。 

・両技術の相乗効果として、2020 年度までに CO2 回収型クローズド IGCC の目標効率か
ら更に 0.5 ポイント程度の向上の見通しを得る。 

事業の 
計画内容 

主な実施事項 2015fy 2016fy 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy  

①O2/CO2ガス化
実証と設計指針
の確立 

                                                           

②水蒸気添加に
よる冷ガス効率向
上効果の検証 

                                                       

③炭種適合性評
価ツールの構築                                                          

④乾式ガス精製
システムの構築                                                                

⑤システム全体
検討                                                                

事業費推移  
特別会計（需給） 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 総額 

総 NEDO 負担額 
（委託費） 

382 1,627 952 504 684 285 4,434 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課 

プロジェクト 
リーダー 

一般財団法人電力中央研究所 牧野 尚夫 

プロジェクト 
マネージャー 

環境部 青戸 冬樹 

委託先 

一般財団法人電力中央研究所（再委託先：九州大学、福岡大
学、名古屋大学、愛媛大学、国立研究開発法人産業技術総合研究
所、福岡女子大学） 
三菱重工業株式会社 
三菱パワー株式会社 

情勢変化への 
対応 

事業開始（2015 年度）以降、下記のような情勢変化があり、本事業の早期実用化が
引き続き重要な状況にある。 
・2018 年 7 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」の中で、石炭は安定供給性や経
済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として再評価されている。 



 

概要-3 
 

・2019 年 6 月に閣議決定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」の中で、
2050 年までの温室効果ガスの 80％排出削減の実現に向けて、石炭火力発電について
は商用化を前提に 2030 年までに CCS を導入することを検討することとしている。 

・2019 年 6 月に経済産業省によって策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」の中
で、CO2 分離回収技術の低コスト化として、1,000 円台／t-CO2 を 2030 年のターゲッ
トとしている。 

・2020 年 7 月 3 日、梶山経済産業大臣は、非効率な石炭火力のフェードアウトや再エ
ネの主力電源化を目指していく上で、より実効性のある新たな仕組み導入の検討を指示
した。 

・2020 年 7 月 9 日、第 47 回経協インフラ戦略会議においては、相手国から要請があっ
た場合は、USC 以上であって我が国の最先端技術を活用した環境性能がトップクラスの
石炭火力発電の導入を支援することとしている。 

評価に関する 
事項 

中間評価 2017 年度 中間評価 
事後評価 2020 年度 前倒し事後評価 

３．研究開発成
果について 

最終目標（2020 年度）の達成状況 
・CO2 回収型クローズド IGCC については、O2/CO2 ガス化実証と設計指針の確立、乾式ガ
ス精製システムの構築等を実施し、諸検討結果による全体システムの最適化を行い、送電
端効率 42%を達成する見通しを得た。 

・次世代ガス化システムについては、水蒸気添加ガス化試験及び各種検討結果により、既存
の IGCC（1500℃級 GT で送電端効率 46～48％）を凌駕する高効率石炭ガス化発
電システムの見通しを得た。 

・クローズド IGCC に水蒸気添加ガス化を組合せた際の相乗効果を明らかにするため、その送
電端効率の評価を進めている。 

投稿論文 23 件 
特 許 10 件 
その他の外部発
表（プレス発表
等） 

研究発表・講演 97 件 

４. 成果の実用
化・事業化に向
けた取組及び見
通しについて 

本事業（フェイズ 2）において、O2/CO2 ガス化、水蒸気添加ガス化および乾式ガス精製
等に関する要素技術を確立し、次フェイズにおける石炭ガス化一貫システムの開発が可能と
なった。 

フェイズ２における O2/CO2 ガス化、水蒸気添加ガス化、乾式ガス精製等の成果は、産業
用ガス化炉やポリジェネレーションシステムとして展開することで、早期の実用化が期待できる。 

フェイズ３では、数百 TPD 石炭ガス化一貫システムによる検証試験後に、乾式ガス精製の
従来型 IGCC への適用を目指す。 

フェイズ４では、2000TPD 級の実証機の商用転用を機に、CO2 回収型次世代 IGCC の
大型商用機の導入を目指す。 
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５．基本計画に
関する事項 

作成時期 2016 年 1 月 制定 

変更履歴 

2016 年 4 月、9 月、2017 年 2 月、5 月、6 月、2018 年 2 月、7
月、9 月、2019 年 1 月、7 月、2020 年 2 月、7 月 改訂（研究開
発の実施体制、具体的研究内容、達成目標、研究開発スケジュール
表等の追加、修正） 

  



 

 
 

「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発」事業一覧（抜粋） 

 

  

◇中間評価、 ◆事後評価 
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	12:20　－　昼食休憩　＆　ポスターセッション　－
	13:30　米国のCCUS事業におけるリスクマネジメントについて
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	講演に先立ち、モデレーターの京都大学松岡名誉教授から、本ワークショップは地球温暖化対策として有力なCCSについて知識共有を図ることが狙いであり、CCS普及の条件である法規制とリスク評価について紹介する旨説明があった。特に、CO2圧入の事業推進上のリスク評価と、CO2を地中貯留する際の適切な管理技術が重要であり、講演のなかで、それらの具体的な事例が報告されることが紹介された。
	最初に、IEAGHGのTim Dixon プログラムマネージャーより、「CCS事業における法規制への対応」について紹介がなされた。まず、欧州を中心としたCCSの法整備の経緯や現状について説明し、その後、米国EPAのCCSに係る規制やISO/TC265の状況など世界全体の状況が報告された。さらに、各国のCCSのプロジェクトの実施概要と法規制の対応状況が紹介され、最後に、IPCCのレポートで1.5℃シナリオを満たすには、CCSの実現が必要不可欠である旨が強調された。
	次に、テキサス大学オースティン校のKatherine Romanak研究員から、「CCS事業におけるCO2漏出のリスク評価について」紹介がなされた。最初にリスク評価を生かしたモニタリングを行うALPMI（Assessment of Low Probability Material Impact）法について概説された。次にCO2の自然増加のため、ベースラインに基づくモニタリングでは擬陽性（自然変動を漏出と判定）が生じやすく、貯留事業にとって最大のリスクは漏出ではなく、擬陽性による圧入停止や社会受容性...
	米国LLNLのJoshua Whiteグループリーダーからは、「米国のCCUS事業におけるリスクマネジメントについて」紹介があった。まず、米国のCCS規制として、Class-IIの廃水処理とCO2-EOR,Class-VIの長期CO2貯留の説明があった。次にCCS市場リスクとして経済性とCO2供給源の確保、技術リスクとして坑井漏洩、断層漏洩、圧入性の低下、貯留量不足、微小振動、長期モニタリングコストがある旨の説明があり、Salt Creekの坑井漏洩、Snohvitでの貯留量および圧入性に関するリ...
	NORSAR（ノルウェー）のBettina Goertz-Allmann主任研究員からは、「大規模CO2貯留における地震観測およびリスク評価の事例紹介」と題して、アルジェリア・In-Salahプロジェクトおよび米国イリノイ州DecaturプロジェクトにおけるCO2圧入に伴う誘発微小振動モニタリングに関する報告がなされた。震源位置の推定に加えて、震源特性を明らかにすることで、CO2の圧入によって誘発される微小振動の発生メカニズムに関する解釈と、誘発振動のデータがCO2圧入時の貯留層挙動や遮蔽層の安定...
	本技術研究組合の薛技術部長からは、NEDO事業「安全なCCS実施のためのCO2貯留技術の研究開発」の背景、重要性についての説明があり、その代表的な研究成果として、「マイクロバブルCO2圧入技術の適用による貯留率の向上」、「圧入安全管理システムの開発」、および「CO2漏出検出・環境影響評価総合システムの構築」に関する進捗状況の紹介がなされた。最後に、社会受容性の獲得、法体系の検討、人材育成など、技術開発以外の取り組みも重要である旨の説明がなされた。
	最後にモデレーターの松岡名誉教授から、本日の講演を通して、CCSの事業推進や安全面のリスクについて、参加者が幅広い視点で考えられるようになり、関連する技術課題がまだまだ多いことへの理解が進んだのではないかとの期待の表明があった。また、CCSの事業推進と法規制の調整・整合は早期に実施すべき点、サイト固有のリスク評価やモニタリング技術の開発が重要である点、さらには事業保険やPO活動などの非技術面の研究も今後は必要となる点を強調し、本ワークショップの総括とした。
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	Q10.「技術事例集への反映を希望する項目」
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	Q12.「「二酸化炭素地中貯留技術研究組合」の活動等に対する意見
	アンケート項目のうち、Q2.「CCS実施の必要性」とQ4.「今回のワークショップテーマへの理解度」の結果を以下に示す。
	図4.4.1-2　アンケート結果:テーマへの理解度とCCSの必要性
	また、アンケートQ9.「意見、感想、開催テーマの希望」などについて、参加者から多くのコメントが得られた。以下はその主なものである。
	・世界のCCS関連の法規制やインセンティブについて知りたい。
	・CCS導入に当たって、その具体的なコスト負担、関連業界についてそのアクションプログラムについて紹介して欲しい。
	・日本国内での法規制などの進捗状況や展望について知りたい。
	・中国の動向について（サイト選定、技術動向、法制度他）について知りたい。
	・社会受容性の構築、EOR（中国）の動向について知りたい。
	・社会受容性を高めるための取り組み（海外事例も含む）を紹介して欲しい。
	・大変参考になる講演が多かった。想定よりも多く地震が起こっている事がわかった。
	・リスク管理の考え方、取り組みを丁寧に色々な観点で講演いただいた。良い企画であった。
	・大変興味深かった。特に保険など事業化に向けた法率整備が重要と考える。
	これらのアンケート結果を参照し、参加者のCCSの理解向上策、社会受容性向上策の検討を行い、次回以降のワークショップのテーマの設定や運用に反映していく。アンケートQ2、Q4の結果から判断して、CCSの実用化に対する期待は高く、またワークショップを通してCCSの理解度向上につながっており、この社会受容性向上策が有効に機能していると評価できる。
	(2) 海外専門家との意見交換：社会受容性向上策、研究協力テーマ候補等
	① 社会受容性向上策
	② 研究協力テーマ候補
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